
農業委員会事務局

農 業 委 員 会 事 務 局

農業委員会は、農業委員会等に関する法律に基づき設置された行政機関であり、農地等の権利移

動や転用の許可に関する事務及び農業振興関連の諸事務を行った。

１ 委員の構成

２ 会議の開催状況

（１）定期総会

（２）全員協議会

（３）役職委員会

（４）月例総会

農業委員 19 人

農地利用最適化推進委員
32 人

（R5.12.13まで33人）

回 年 月 日 事 項

23 5. 5.25
・令和4年度伊勢市農業委員会事業報告について

・令和5年度伊勢市農業委員会事業計画(案)について

臨
時

5.12.14

・伊勢市農業委員会会長の互選について

・伊勢市農業委員会会長職務代理者の互選について

・伊勢市農地利用最適化推進委員の委嘱について

・三重県農業会議普通会員の指名について

年 月 日 事 項

5.12.14

・総会議席について

・委員代表の選出について

・市関係各種協議会等委員の選出について

・退任農業委員の処遇内規について

・農業委員会委員等の慶弔経費について

・全国農業新聞の購読について

年 月 日 事 項

5. 5.15

・農業委員会委員の改選に係る募集要項（案）について

（役職委員及び農地利用最適化推進委員代表者合同会議）

・第23回定期総会付議事項について

6. 1.24
・地域計画研修会について

（役職委員及び農地利用最適化推進委員代表者合同会議）

回 年 月 日 回 年 月 日 事 項

208 5. 4.17 214 5.10.16 ・農地法第3条・4条・5条及び、非農地

証明・その他農地法関係法令に基づく

事項の審議
209 5. 5.15 215 5.11.16

210 5. 6.15 216 5.12. 8

211 5. 7.14 217 6. 1.16

212 5. 8.17 218 6. 2.15

213 5. 9.15 219 6. 3.15
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（５）農地利用最適化推進委員臨時会及び編集会議

３ 農地関係

（１）農地法各条申請等の処理

農地の権利の設定・移動（農地法第３条）、転用又は転用を伴う権利の設定・移動（農地

法第４条・第５条）の申請、賃貸借の解約（農地法第18条第６項）・使用貸借の解約及び20

年以上前から農地でない証明（非農地証明）願申請について、次のとおり処理した。

４ 農業経営基盤強化対策関係

（１）国有農地及び開拓財産等の管理

戦後まもなく行われた農地改革等により国が取得した土地（国有農地）等で、未だ売渡等

の処分が保留されているものについて、農地法関係事務に係る処理基準に基づき台帳を整備

し、また、県の委託を受けて必要な土地については除草を行い、適切な管理を図った。

年 月 日 農地利用最適化推進委員臨時会 事項

5.12.19

・農地利用最適化推進委員正代表の選出について

・農地利用最適化推進委員副代表の選出について

・委員間の慶弔経費について

・全国農業新聞の購読について

年 月 日 編集会議 事項

5. 6.23 ・第36号伊勢市農業委員会だよりの発行について

5. 6.27 ・第36号伊勢市農業委員会だより訪問インタビュー

5. 7.21〜 7.28 ・第36号伊勢市農業委員会だよりの発行について（書面会議）

6. 1.24 ・第37号伊勢市農業委員会だよりの発行について

6. 2.13～ 2.19 ・第37号伊勢市農業委員会だよりの発行について(書面会議)

区 分
農 地 法
第 3 条

農 地 法
第 4 条

農 地 法
第 5 条

賃 貸 借 ・
使 用 貸 借
解 約

非 農 地
証 明

計

件 数 80 件 15 件 124 件 169 件 14 件 402 件

面

積

田
㎡

70,006.800

㎡

5,232.155

㎡

52,759.406

㎡

277,900.120

㎡

1,953.000

㎡

407,851.481

畑 51,019.000 2,614.129 47,602.320 56,349.000 4,166.000 161,750.449

計 121,025.800 7,846.284 100,361.726 334,249.120 6,119.000 569,601.930

区分 筆 数 面積（㎡） うち除草面積（㎡）

国有農地 12 4,545.00 －

開拓財産 24 6,346.00 343.00

計 36 10,891.00 343.00
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５ 農業振興関係

（１）広報活動

農業委員会広報紙「伊勢市農業委員会だより」の36・37号を各4,300部発行し、農家及び関

係機関に配布した。

（２）諸証明事務

（３）農業者年金業務

農業者年金基金法に基づき独立行政法人農業者年金基金から一部の業務について委託を受

け、農業者年金に係る資格関係及び給付関係の確認事務等の業務を、次のとおり行った。

ア 資格関係の処理

（ア）被保険者状況

イ 給付関係の処理

（ア）受給権者受給状況

（イ）諸届状況

（４）農地利用状況調査

農地法第30条第１項の規定により、管内農地の利用状況についての調査を行った結果、遊

休農地は次のとおりであった。

区 分 件 数 金 額

有 料

農業経営(耕作)証明 131件 26,200円

その他証明 9 1,800

小 計 140 28,000

無 料 耕作証明等 4 0

合 計 144 28,000

新制度
通常加入者数 政策支援加入者数 計

5人 5人 10人

旧制度
待期者数

3人

新制度

特例付加年金受給権者 1人

老 齢 年 金 受 給 権 者 8人

計 9人

旧制度

経営移譲年金受給権者 41人

老 齢 年 金 受 給 権 者 53人

計 94人

新制度 農業者年金政策支援加入申込書 1人

旧制度 死亡関係届出書 16人

旧制度 特定処分対象農地等返還届 2人

年 度 元 2 3 4 5

遊休農地の面積 96.6ha 94.4ha 88.4ha 87.1ha 85.5ha

全体に対する割合 2.97％ 2.91％ 2.74％ 2.71％ 2.68％


